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2C1 我が国製造業の 空間移動と地域産業の 構造変化 
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I I L ( 横軸 ) 
図 2.1 産業立地特性のバターン 

図 に示 す -m@ 羨に、 産業が成長する、 つまり産業状況変数 ( 事業所数、 従業者数、 出荷額 等 ) が増加する場合、 
IIL の増減によって「分散」 (m 』が減少 ) 、 「集積」㎝ L が増加 ) 、 及び「一幸」㎝ L が不変 ) の 3 つのパター 

ンにわけられる。 

「分散成長」とは 全国的に分散しながら 成長することで、 地域を選ばず 全国的に事業所の 新規立地、 雇用や 

生産が増加することであ る。 「集積成長」とは 特定の地域に 集中的に事業所の 新設、 雇用や生産が 増加するこ 

とであ る。 「分散衰退」とは 特定地域に集積して 雇用、 生産を保っていた 事業所が衰退し、 その産業集積 度 が 

低下することであ る。 「集積嵐田とは 集積地域覚にあ る事業所が衰退し、 結果的に特定地域への 集積が増大 
することであ る。 「一事成長」あ るいは「一寧衰退」とは 地域的な分布が 変わらずに、 全国的に均一に 産業が 

成長あ るいは衰退していくことであ る。 

この他、 成長も衰退も 無い成熟産業の 場合にも、 IIL の増減によって「分散成熟」及び「集積成熟」に 分け ろ 

れる。 3.1 節において、 いくつかの業種の 産業状況変数と IIL の関係について 比較検討を行った。 

W2) 地域産業構造転換指数 (ICRIS:IndexofConversionof 悔め on 担 Tndus ㎡Ⅲ Structu ㏄ ) 
これは下記の 式で表される 指数であ る。 
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この指数は製造業の 産業状況変数の 全国的な分布状態と 土 具 における分布状態の 乖離の程度を 示す。 すな む ち 

ICRIS は 、 我が国全体での 産業構造に対する 各都遵行県の 産業構造の特性を 示すことになり、 これを ょ 助成産業構造 

技 指数 ヨ襄 aCRIS:Indexof ㏄ nW バも UOnoflu ね目 。 Ml № dust 「 ial Stru ㏄℡めと呼ぶ。 

IC Ⅲ S は各都道府県毎に 正式 で 算定される値であ るが、 これが小さくなるほどその 都道府県の産業構造、 すなむち 

産業状況変数の 構 mk とヒ、 は 全国平均に近づき、 最 ，」 ィ 直の 0 ではその都道府県の 産業構造は全国平均 と 一致する。 
ICRIS が大きくなるほどその 都道府県の産業構造は 全国平均から ョ 丁日 叢住 していることになり、 その都道府県の 産業が 

1 業種だけの場合に 最大値 1 となる。 

産業立地 4% 生 指数㎝ L) と 同様に、 縦軸に産業状況変数、 横軸に ICRIS をとって、 各年度毎にプロットして、 そ 
の時系列的な 動きをみてみると、 各都道府県の 産業構造の変 巷が 1 正 と同様下記の 図 2.2 の 樹ご 示される。 
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(A) ㊤ ) (B) 

( 基盤 ) I CR I S ( 横軸 ) 

図 2.2 産業構造転換のパターン 

図中 (A) はその都道府県の 産業構造が多様化する 方向で産業状況変数が 増加していくことであ り、 それまでそ 

の 都道府県には 無かった産業が 新たに興り、 あ るいは誘致されてその 都道府県内で 発展・成長していく 様な場合 

がこれにあ たる。 ㊤ ) はその都道府県の 産業構造が単一化する 方向で成長することであ り、 その都道府県で 従来か 

ら有力であ った既存産業がますます 成長し、 その構成比がより 高くなる様な 場合であ る。 (C) はその都道府県の 産 
業 構造が多十刹 ヒ する方向で産業状況変数が 低下することであ り、 既存の有力産業が 衰退してその 構成比が低下し 

た結果、 相対的に他産業の 構成比が高まり 結果的に産業構造転換が 促進される様な 場合であ る。 

① ) はこれとは逆に、 その都道府県で 有力でない産業がますます 衰退あ るいは県外に 逃避 し 、 相対的に従来から 

の有力産業による 産業状況変数の 構成比が高まる 様な状態であ る。 その他 ICRIS あ るいは産業状況変数に 変化 

の無いパターンとして (E) ～ (H) が考えられる。 
3.2 節において、 いくつかの都道府県の 産業状況変数と IC Ⅲ S の関係について 比較検討を行っ 億 

(3) 坦り或 産業集積係数 (CMIC  :C ㏄ 伍 cientof ㎏ 苗 on 由 Tndus 田田 Concentration) 

C 化 fC  三 ( メわ / ノ 「 )/( 力 ん i  1 メれ ) -@(2.3) 

すなわちこの 係数はⅠ業種の 産業状況変数 ( 事業所数、 従業者数等 ) の 土県 における値の 全国における 値に 

対する割合 ( 構成比 ) が i 県 全業種の当該産業状況変数の 全国全業種に 対する割合 ( 構成比 ) と比べて何倍に 
なっているかを 示す係数であ る。 

CRTC 値が 1 であ るということは、 その産業状況変数の 五県における 割合は全産業の 産業状況変数の 主県にお 

ける割合と同じということで、 平均的な分布になっているということになる。 

CRTC 値が 1 よりも大きいということは、 当該産業状況変数の 土 県 における割合は、 全産業の土 県 における分 

布割合よりも 高い値になっていることになり、 当該産業は土 具 において地域的な 集積があ り地域優位性があ る 

ということになる。 これが 1 よりもん、 さいということは、 当該産業状況変数の 上泉における 割合は、 全産業の 

土 県 における分布割合よりも 低い値になっていることになり、 当該産業は i 県において地域的な 集積はなく地域 
優位性がないということになる。 

各都道府県の 業 ネ動 りの産業状況変数とその CRIC 値の時系列的な 変化から、 それら都道府県の 産業構造の変 ィヒ 
に各々の産業がどのように 寄与しているかを 評価できる。 
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3. 分析結果 

3.1 業種別にみた 立地特性 

2.2(m) で述べたが、 横軸に IIL 、 縦軸に産業状況変数をとり、 各年度毎にプロットして 線図を描いてみると、 い 

くつかの特徴あ るパターンがみられる。 以下にそのいく っ かを示す。 

㈲分散成長型 

分散成長型の 例として電気機器製造業 ( 分類番号 :30) があ げられる。 同産業は IIL が減少しっ っ 製品田 

荷 額を増加させており、 全国的に分散して 成長していることがわかる。 

8.000 

        
    
        
    
    
      2.000 
      
    0@ 1 50           IIL 0・ 

図 3.1.1 電気機械器具製造業 ( 製品出荷額 ) 推移 

(2) 集積成長型 

集積成長型の 例として衣服・その 他力 競維 製品 口 ( 分類番号 : 15) があ げられる。 同産業は IIL が増加しつつ 
製品出荷額が 増加しており、 特定地域に集積して 成長していることがわかる。 
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0@ 250   @ 」 0@ 350 

図 8.1.2  衣服・その他繊維製品製造業 ( 製品出荷額 ) 推移 

(3) 分散衰退型 

分散衰退型の 例として精密機器産業 ( 分類番号 : 32) があ げられる。 同産業は IIL が減少しつつ 製品出荷 

額が減少しており、 従来の集積地域が 衰退した結果として 分散が進んだ 傾向がでている。 
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図 3.1      精密機器製造業 ( 製品出荷額 ) 推移 
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(4) 集積衰退型 

集積衰退型の 例として繊維工業 ( 分類番号 : 14) があ げられる、 同産業は IIL が増加しつつ 製品出 

荷 額が減少しており、 全国的な衰退の 結果として特定地域への 集積が高まったことを 示している。 
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図 3.1.4  繊維工業 ( 製品出荷額 ) 推移 

3.2 都道府県別にみた 産業構造転換の 推移 

2.2(2)) で述べた様に、 横軸に IC Ⅲ S 、 縦軸に産業状況変数をとり、 各年度毎にプロットして 線図を描いてみると、 

いく っ かの特徴あ るパターンがみられる。 以下にそのいく っ かを示す。 

(1) 佐賀県 
佐賀県では IC Ⅲ S が低下しつつ 製品出荷額が 増加している。 これは従来地域優位，性のなかった 、 す な れ ち 

CMC 値が 1 以下であ った多くの産業が 成長して CMC 値を向上させていることを 示している。 その一方で、 

既存の優位性の 高かった産業、 すな む ち C Ⅲ C 値が 1 以上の大きな 値であ った産業はその 優位性を低下させる 

ことになり、 新規産業の発展、 既存産業の衰退という 形での産業構造の 転換が進んでいる 県といえる。 

    
0  250 0@ 350 ICRIS 0@ 450 

図 3.2.1 佐賀県 ( 製品出荷額 ) の推移 

(2y 愛知県 
愛知県では ICRIS が上昇しっ っ 製品出荷額が 増加しているのが 特徴であ る。 同県では特定産業 ( 輸 

送月 機器 ) の地域優位性が 極めて高く、 しかもその優位性を 向上させている。 あ る意味では特定産業 

に依存した産業構造とかえるが、 この特定産業強化の 方向で産業構造転換が 進んでいることになる。 
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(3) 神奈川県 

神奈川県の製品出荷額 TCRIS は過去 15 年間減り続けているが、 これは基幹産業 ( 同県の場合 電 

気 機器及び輸送用機器 ) の地域優位性 (CRIC 値 ) が低下し続けていることをによる。 91 年以降こ 

れらの基幹産業は、 その出荷額も 大きく低下させているが、 これに成り代わるべき 産業が現れず 県 

全体の出荷額が 落ち込んでおり、 産業構造の変化としては 憂慮すべき状況といえる。 
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図 3,2.3 神奈川県 ( 製品出荷額 ) の推移 

(4) 大阪府 

大阪府の製品出荷額も 神奈川県同様、 1991 年以降大きく 落ち込んでいるが、 神奈川県とは 逆に 

ICRIS 値は増加している。 これは同地域の 産業構造が神奈川県の 様に明確に基幹産業といえるもの 

が 無く 、 多くの産業が 適度に地域優位性を 持っている、 即ち CRIC 値が 1 ～ 2 程度の産業が 多くあ 

るということによる。 
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図 3.2.4 大阪府 ( 製品出荷額 ) の推移 

4.  緒言 

本研究は産業の 立地空間特性ならびに 地域産業構造特性の 変化を産業立地特性指数 (11 ㌦ : 、 らびに 

地域産業構造転換指数 (ICRIS) という 2 つの指数を用いて 分析したものであ る。 今回は産業分類とし 

ては 2 桁の分類番号 23 業種、 地域分類としては 47 都道府県という 区分けで分析したが、 業種 毎 の 立 

地 空間特性及び 都道府県毎の 産業構造特性推移に 大きな 違 いがあ ることがわかった。 今後はより細かな 

業種分類 (3tifl60 余業種 ) に事業所規模分類も 加え、 地域分類もより 細かな単位で、 詳細な分析を 行 

かうことにより、 我が国産業の 立地と集積の 状況をより的確に 把握し、 今後の動向予測することが 可能 

になると期待される。 
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